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稼働中の川内原子力発電所（鹿児島県） 廃炉作業中の福島第一原子力発電所3号機

九州電力 八丁原発電所（地熱）

特 集

複雑で難しそうな原子力発電や
エネルギー問題を橘川先生が

ズバリ一刀両断!
 何が問題で、どうすれば解決の糸口が
見つかるのか、その核心に迫りました。
※この特集は1月の情勢講演会「日本のエネルギー政策と
　エネルギーミックス」を改題し、編集部が抜粋・再構成した
　　ものです。なお、文中のデータ等は一部最新のものに
　　　置き換えています。（2018.3.31）

橘川 武郎 氏
きっ　かわ　たけ　お

東京理科大学
経営学研究科教授
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原子力は、新型炉に置き換え
廃炉ビジネスも確立して再構築を
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　1960年頃のエネルギー源は、水

力発電と国内炭の火力発電が主役で、エネル
ギー自給率は58%もありました。そして石油が安く輸入

できるようになると主役を交代させ、70年代初めには発電の
73%を石油火力が占め、自給率は15%台に低下。二度の石油
ショックで輸入制限と価格高騰に見舞われると「脱石油・脱中東」を
掲げて原子力・天然ガスにシフトします。このように日本は大胆にエネル
ギーを転換して電源のベストミックスを追求しながら繁栄してきたのです。
　いま、脱原発の風潮が高まっていますが、資源小国の日本が成長して
いくには、安易にエネルギーの選択肢を狭めるべきではありません。
原子力も再生可能エネルギーも、天然ガス・石炭・石油もすべて重要と
認識すべきです。

　
　

　日本で新型の原子炉はわずか4基（柏崎刈羽6・7号機、浜岡5号機、志
賀2号機、［建設中／大間・島根３号機］）ですが、新たな建設が難しい現状
で、原発の危険性を最小化するなら、古い原子炉を新型に置き換える（リ
プレース）ことが合理的です。同時に、使用済み燃料の再処理や最終処分
などのバックエンド対策を前進させるべきです。これは世界的な課題で、
これを解決できなければ原子力は2050年頃までの過渡的なエネルギー
にとどまり、「原発のたたみ方（出口戦略）」を考えておく必要があります。
　バックエンド対策の一つとして、使用済み燃料の中間貯蔵は発電所内
で行い、相当額の保管料を電気の受益者が支払う構図が望ましいと考え
ます。そして、廃炉をネガティブに捉えるのではなく、経験と知見を深
めることで「廃炉ビジネス」の道が開けます。当面、日本で30基、
世界で150基程度のニーズがあり、廃炉への前向きな取り組み
は原発が立地する地元経済にも寄与できるでしょう。

　再エネは不安定と言われますが「地熱・小水力・バイオマス」は稼働
率が高く安定して発電できます。中でも地熱は世界第3位の資源量
があるのに、発電所は24カ所（小規模を除く）と未開拓です。これ
は国立公園法による環境規制が厳しく、温泉業者との利害調整が
壁となっているからです。しかし、地熱発電で温泉が枯渇した事例
はありません。まず規制を緩和し、発電した電力や熱を地元に還
元したり、温泉業者を開発主体に組み入れるなどすれば豊富
な資源を有効活用でき、エネルギー自給率も高められます。

　　一方、太陽光発電は、増え続ける固定価格買取制度の賦課金（電気料金に上乗せ）が課題
で、市場原理を導入して買取価格を抑える施策が急務です。また、変動の大きな電力受け入
れが課題の送電網は、原発の廃炉で生まれる余剰分の活用、送電網が不要の地産地
消の発電、電力で水を電気分解して水素を取り出し貯蔵・運搬するなどの方策が
あります。このように技術や制度のネックを一つ一つ克服することで再エネ

は大幅に拡充できると思います。

　石炭火力はCO2排出の元凶のように言われ、国際エネルギー機関の
2035年予測ではアジアのCO2排出量の45%を石炭火力が占めるそうです。

しかし、低コストの石炭火力の拡充は世界的な潮流で、また視点を変えれば、
排出量が大きいからこそ燃焼効率を上げれば劇的な削減効果を生み出せます。

　　例えば、石炭を燃やしてつくる蒸気を高温・高圧化して発電する「超々臨界圧石炭火
力」では発電効率が43%に向上し、石炭のガス化と排熱利用で2種類のタービンを
回す「石炭ガス化複合発電」は2020年代半ばに発電効率50%程度が期待できます。
さらに国際エネルギー機関もCO2削減効果が大きいと評価する「CO2回収・貯
留」技術と組み合わせれば削減効果を高められます。
　こうした先進技術を新興国の石炭火力に展開すれば、一定のCO2
削減量を自国分として相殺でき（二国間クレジット）、国際貢献
しつつ日本のCO2排出量も大幅に削減できます。　

　政府は次の「エネルギー基本計画」を検討中ですが、
そこでは30年～50年先を見据えた視点が不可欠です。再
エネは技術・制度の改革で現行計画よりも増加でき、天然ガス
は既に基幹的な供給機能を担っていることから構成比を高める
べきです。石炭火力はCO2排出削減の切り札として海外への技術
移転を強化し国内の構成比は引き下げます。そして、原子力はリプ
レースと廃炉技術のビジネス化を進めつつ依存度を減らします。これが
目指すべき現実的かつ発展的なエネルギーミックスと私は考えています。
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◆原子力施設 新規制基準適合性審査状況

◆日本の電源構成の変化

◆日本の一次エネルギー国内供給構成・自給率の推移
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◆CO2回収・貯留技術
大規模排出源
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